　
[image: image20.emf]表10 　兼業種類別個人経営体数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 4,371 5,003 100.0 100.0 △ 632 △ 12.6

う ち 兼 業 1,996 2,500 45.7 50.0 △ 504 △ 20.2

水 産 加 工 場 31 42 1.6 1.7 △ 11 △ 26.2

民 宿 23 30 1.2 1.2 △ 7 △ 23.3

遊 漁 船 業 182 178 9.1 7.1 4 2.2

そ の 他 608 691 30.5 27.6 △ 83 △ 12.0

勤 め 1,414 1,779 70.8 71.2 △ 365 △ 20.5

単位：人、％

区 分

就 業 者 数構 成 比対 前 回 比
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　　　 この結果書は、平成25年11月1日を調査期日として実施した2013年漁業センサスの海面漁業調査のうちの漁業経営体調査の結果を収録したものです。
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　    この結果書が、水産行政関係者のみならず、広く一般の方々にも利用され、本県水産業の振興の一助になれば幸いです。
終わりに、統計調査を取り巻く環境が厳しさを増す中で、この度の調査は、多くの方々の御理解と御協力によって実施されたものであり、ここに改めて関係者の皆様に心から感謝申し上げます。
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第１ 　解　　説 
Ⅰ　海面漁業の生産構造

１  漁業経営体
（１）総経営体数 　
　平成25年11月1日現在の漁業経営体数は4,501経営体で、2008年漁業センサス（以下、前回）に比べ645経営体（12.5％）減少した。

　漁業経営体を経営組織別にみると、個人経営体は4,371経営体で、前回に比べ632経営体（12.6％）減少した。

　団体経営体数（会社経営、漁業協同組合、漁業生産組合、共同経営、その他）は130経営体で、前回に比べ13経営体（9.1％）減少した。

　団体経営体のうち、会社経営が8経営体（16.3％）、漁業協同組合が1経営体（6.7％）、共同経営が5経営体（6.8％）、それぞれ減少した。また、その他が1経営体で前回と変化がないほかは、漁業生産組合は1経営体（25.0%）増加した。

　この結果、全漁業経営体に占める個人経営体の構成割合は97.1％となり、前回の97.2％に比べ0.1ポイント減少した。
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図１ 漁業経営体数の推移
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（２）漁業層別経営体数
漁業経営体を漁業層別（主とする漁業種類と使用漁船の規模による区分）にみると、沿岸漁業層は4,286経営体（全漁業経営体に占める割合95.2％）で前回より612経営体（12.5％）減少した。次いで中小漁業層は211経営体で、前回に比べて33経営体（13.5％）減少し、大規模漁業層については4経営体で前回と変化がなかった。
[image: image15.emf]2013年 2008年 2013年 2008年 増減数 増減率

計 4,501 5,146 100.0 100.0 △ 645 △ 12.5

個 人 経 営 体 4,371 5,003 97.1 97.2 △ 632 △ 12.6

団 体 経 営 体 130 143 2.9 2.8 △ 13 △ 9.1

　 会社経営 41 49 0.9 1.0 △ 8 △ 16.3

　 漁業協同組合 14 15 0.3 0.3 △ 1 △ 6.7

　 漁業生産組合 5 4 0.1 0.1 1 25.0

　 共同経営 69 74 1.5 1.4 △ 5 △ 6.8

　 その他 1 1 0.0 0.0 － 0

区 分

経 営 体 数構 成 比対 前 回 比

表１　経営組織別経営体数                                                        単位：経営体、％


（３）主な出荷先別経営体数

漁業経営体における主な漁獲物・収穫物の出荷先を見ると「漁業協同組合の市場又は荷さばき場」が4,291経営体（全漁業経営体に占める割合95.3％）で最も多く、前回に比べ385経営体減少した。次いで「漁業協同組合以外の卸売市場」が86経営体で、前回に比べて187経営体減少した。
[image: image16.emf]表2　漁業層別経営体数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 4,501 5,146 100.0 100.0 △ 645 △ 12.5

沿岸漁業層 4,286 4,898 95.2 95.2 △ 612 △ 12.5

中小漁業層 211 244 4.7 4.7 △ 33 △ 13.5

大規模漁業層 4 4 0.1 0.1 － 0.0

区 分

漁 船 隻 数構 成 比対 前 回 比

単位：隻、％


（４）販売金額別経営体数

漁獲物・収穫物の販売金額をみると、「100万円未満」の漁業経営体が1,576経営体（全漁業経営体に占める割合35.0％）と最も多く、次いで「100万円から500万円未満」が1,281経営体（28.5％）、「500万円から1,000万円未満」が768経営体（17.1％）となっている。
– ２ –
	表4　販売金額別経営体数
	
	単位：経営体、％

	区　　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2013年
	2008年
	2013年
	2008年
	増減数
	増減率

	計
	4,501
	5,146
	100.0
	100.0
	△645
	△12.5

	販売金額なし
	7
	1
	0.2
	0.0
	6
	600.0

	100万円未満
	1,576
	1,632
	35.0
	31.7
	△56
	△3.4

	100～500万円
	1,281
	1,357
	28.5
	26.4
	△76
	△5.6

	500～1000万円
	768
	930
	17.1
	18.1
	△162
	△17.4

	1000～2000万円
	620
	817
	13.8
	15.9
	△197
	△24.1

	2000～5000万円
	173
	287
	3.8
	5.6
	△114
	△39.7

	5000～1億円
	48
	74
	1.1
	1.4
	△26
	△35.1

	1億円以上
	28
	48
	0.6
	0.9
	△20
	△41.7


（５）主とする漁業種類別経営体数
漁業経営体の主とする漁業種類をみると、採貝・採藻を主とする経営体が1,210経営体（全漁業経営体に占める割合26.9％）と最も多く、前回に比べ173経営体（12.5％）減少した。次いで、海面養殖が1,001経営体（全経営対比22.2％、対前回比8.3％減）、網漁業が945経営体（全経営体比21.0％、対前回比22.5％減）となっている。
	表5　主とする漁業種類別経営体数
	
	単位：経営体、％

	区　　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2013年
	2008年
	2013年
	2008年
	増減数
	増減率

	計
	4,501
	5,146
	100.0
	100.0
	△645
	△12.5

	網漁業
	945
	1,220
	21.0
	23.7
	△275
	△22.5

	はえ縄
	88
	69
	2.0
	1.3
	19
	27.5

	釣
	880
	999
	19.6
	19.4
	△119
	△11.9

	潜水器漁業
	16
	17
	0.4
	0.3
	△1
	△5.9

	採貝・採藻
	1,210
	1,383
	26.9
	26.9
	△173
	△12.5

	その他の漁業
	361
	366
	8.0
	7.1
	△5
	△1.4

	海面養殖
	1,001
	1,092
	22.2
	21.2
	△91
	△8.3


　　　
（６）営んだ漁業種類別経営体数
漁業経営体の営んだ漁業種類（複数回答）をみると、網漁業が2,644経営体と最も多いが、前回に比べ430経営体（14.0％）減少している。
次いで、採貝・採藻を営んだ経営体が2,301経営体（対前回比478経営体減、17.2％減）、その他の漁業が2,233経営体（対前回比464経営体減、17.2％減）となっている。
－ ３ －

	表6　営んだ漁業種類別経営体数（複数回答）　単位：経営体、％

	区　　　　分
	経  営  体  数
	対　前　回　比

	
	2013年
	2008年
	増減数
	増減率

	計（実数）
	4,501
	5,146
	△645
	△12.5

	網漁業
	2,644
	3,074
	△430
	△14.0

	はえ縄
	207
	223
	△16
	△7.2

	釣
	1,835
	2,108
	△273
	△13.0

	潜水器漁業
	21
	22
	△1
	△4.5

	採貝・採藻
	2,301
	2,779
	△478
	△17.2

	その他の漁業
	2,233
	2,697
	△464
	△17.2

	海面養殖
	1,119
	1,361
	△242
	△17.8


　　　　　　　　　　　※複数回答のため、営んだ漁業種類の合計は計と一致しない。
２　個人経営体
（１）専兼業別個人経営体数　　

個人経営体（4,371経営体）を専兼業別にみると、専業（自営漁業のみの経営体）は2,375経営体で、前回に比べ128経営体（5.1％）減少した。

兼業（自営漁業以外の仕事に従事した者のいる経営体）では、「第一種兼業」（自営漁業が主）である経営体は1,009経営体で前回に比べ155経営体（13.3％）減少し、「第二種兼業」（自営漁業が従）である経営体は987経営体で前回に比べ349経営体（26.1％）減少した。
表7　専兼業別個人経営体数　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：経営体、％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　　分
	経  営  体  数
	構　　成　　比
	対　前　回　比

	
	2013年
	2008年
	2013年
	2008年
	増減数
	増減率(%)

	計
	4,371
	5,003
	100.0
	100.0
	· 632
	· 12.6

	専　　　業
	2,375
	2,503
	54.3
	50.0
	· 128
	· 5.1

	第一種兼業
	1,009
	1,164
	23.1
	23.3
	· 155
	· 13.3

	第二種兼業
	987
	1,336
	22.6
	26.7
	· 349
	· 26.1
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図2 専兼業別個人経営体の推移
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 （２）基幹的漁業従事者別経営体数　　　

個人経営体の基幹的漁業従事者（満15歳以上で海上作業従事日数が最も多い者）を男女別にみると、基幹的漁業従事者が男子の経営体は4,209経営体（全個人経営体に占める割合96.4％）で、前回に比べ659経営体（13.5％）減少した。女子の経営体は156経営体（構成比3.6％）で、前回に比べ23経営体（17.3％）増加した。
また、個人経営体を男子基幹的漁業従事者の年齢別構成割合でみると、65歳以上の経営体は2,021経営体（男子個人経営体に占める割合48.0％）で、前回に比べ155経営体（7.1％）減少したが、その構成比は3.3ポイント増加している。70歳以上の経営体は1,468経営体（構成比34.9％）で、前回に比べ67経営体（4.4％）減少しているが、その構成割合は3.4ポイント増加している。また、75歳以上の経営体は868経営体（構成比19.9％）で、前回に比べ128経営体（17.3％）増加しており、その構成比も5.1ポイント増加している。
[image: image4.emf]表8　基幹的漁業従事者の性別・男子年齢別経営体数

2013年 2008年 2013年 2008年 増減数 増加率

計 4,371 5,003 100.0 100.0 △ 632 △ 12.6

海上作業従事者がいない 6 2 0.1 0.0 4 200.0

海上作業従事者がいる 4,365 5,001 100.0 100.0 △ 636 △ 12.7

男 子 計 4,209 4,868 96.4 97.3 △ 659 △ 13.5

29 歳 以 下 11 23 0.3 0.5 △ 12 △ 52.2

30 ～ 34 歳 40 47 0.9 0.9 △ 7 △ 14.9

35 ～ 39 57 132 1.3 2.6 △ 75 △ 56.8

40 ～ 44 159 215 3.6 4.3 △ 56 △ 26.0

45 ～ 49 285 382 6.5 7.6 △ 97 △ 25.4

50 ～ 54 395 565 9.0 11.3 △ 170 △ 30.1

55 ～ 59 569 718 13.0 14.4 △ 149 △ 20.8

60 ～ 64 672 610 15.4 12.2 62 10.2

65 ～ 69 553 641 12.7 12.8 △ 88 △ 13.7

70 ～ 74 600 795 13.7 15.9 △ 195 △ 24.5

75 歳 以 上 868 740 19.9 14.8 128 17.3

（再 掲） 65歳 以上 2,021 2,176 48.0 44.7 △ 155 △ 7.1

（再 掲） 70歳 以上 1,468 1,535 34.9 31.5 △ 67 △ 4.4

女 子 計 156 133 3.6 2.7 23 17.3

単位：経営体、％

区 分

就 業 者 数構 成 比対 前 回 比


（３）自営漁業の後継者の有無別経営体数

個人経営体のうち、自営漁業の後継者（満15歳以上で調査期日前1年間に漁業に従事し、将来自営漁業の経営者となる予定の者）のいる経営体は858経営体で、前回に比べ471経営体（35.4％）減少し、全個人経営体に占める割合も26.6％から19.7％と6.9ポイント減少している。
これを漁業層別にみると、前回に比べ沿岸漁業層は6.8ポイント減少で18.7％、中小漁業層も11.1ポイント減少で40.6％となっている。
– ５ –
	表9　自営漁業の後継者の有無別経営体数
	
	単位：経営体、％

	
	
	
	
	
	

	区　　分
	個人経営体
	沿岸漁業層
	　
	　
	中　小
漁業層

	
	
	
	うち海面
養殖層
	うち漁船
漁業等
	

	計
	2013年
	4,371
	4,184
	984
	3,200
	187

	　
	 2008年
	5,003 
	4,792 
	1,074 
	3,718 
	211 

	　
	 増減数
	△632
	△608
	△90
	△518
	△24

	後継者がいる
	 2013年
	858
	782
	316
	466
	76

	　
	 2008年
	1,329 
	1,220 
	417 
	803 
	109 

	　
	 増減数
	△471
	△438
	△101
	△337
	△33

	後継者がいない
	 2013年
	3,513
	3,402
	668
	2,734
	111

	　
	 2008年
	3,674 
	3,572 
	657 
	2,915 
	102 

	　
	 増減数
	△161
	△170
	△11
	△181
	　9

	後継者がいる
経営体の割合（％）
	 2013年
	19.7
	18.7
	32.1
	14.6
	40.6

	
	 2008年
	26.6 
	25.5 
	38.8 
	21.6 
	51.7 

	
	 増減数
	△6.9
	△6.8
	△6.7
	△7.0
	△11.1


（４）兼業種類別経営体数
個人経営体の兼業状況を見ると、勤めている世帯員のいる経営体が1,414経営体（兼業経営体に占める割合70.8％）で最も多くなっており、前回に比べて365経営体（20.5％）減少している。
また、遊漁船業を兼業した経営体は182経営体（9.1％）で、水産加工場を兼業した経営体が31経営体（1.6％）であり、民宿を兼業した経営体は23経営体（1.2％）であった。
[image: image17.emf]表3　主な出荷先別経営対数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 4,501 5,146 100.0 100.0 △ 645 △ 12.5

流通業者・加工業者 22 61 0.5 1.2 △ 39 △ 63.9

小 売 業 者 11 20 0.2 0.4 △ 9 △ 45.0

生 協 － － － － － －

直 売 所 4 1 0.1 0.0 3 300.0

自 家 販 売 62 104 1.4 2.0 △ 42 △ 40.4

そ の 他 25 11 0.6 0.2 14 127.3

単位：経営体、％

区 分

経 営 体 数構 成 比対 前 回 比

漁業協同組合の市場

又は荷さばき場

漁業協同組合以外の

卸 売 市 場

4,291 4,676 95.3 90.9 △ 385 △ 8.2

86 273 1.9 5.3 △ 187 △ 68.5


Ⅱ　海面漁業の就業構造
１　漁業就業者
（１）自営・雇われ別漁業就業者数　

　
漁業就業者（漁業の海上作業に30日以上従事した人）は9,879人で前回に比べ1,590人（13.9％）減少した。
漁業就業者を自営漁業、漁業雇われ別にみると、自営漁業のみに従事した人は6,629人（全漁業就業者の67.1％）で、前回に比べ1,216人（15.5％）減少した。

– ６ –
それ以外（自営業を行いながら他に雇われて漁業に従事する人及び雇われて漁業のみに従事する人等）は3,250人で、全漁業就業者の32.9％を占めている。
なお、新規漁業就業者は64人であり、そのうち、個人経営体の自営漁業のみに従事した人は23人、漁業に雇われた人は41人であった。
注）漁業就業者とは、満15歳以上で過去1年間に漁業の海上作業に30日以上従事した者をいう。
[image: image18.emf]表11　自営・雇われ別漁業就業者数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 9,879 11,469 100.0 100.0 △ 1,590 △ 13.9

個人経営体の自営業のみ 6,629 7,845 67.1 68.4 △ 1,216 △ 15.5

漁 業 雇 わ れ 3,250 3,624 32.9 31.6 △ 374 △ 10.3

区 分

就 業 者 数構 成 比対 前 回 比

単位：人、％


[image: image19.emf]表12　新規漁業就業者数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 64 70 100.0 100.0 △ 6 △ 8.6

個人経営体の自営業のみ 23 28 36.0 40.0 △ 5 △ 17.9

漁 業 雇 わ れ 41 42 64.0 60.0 △ 1 △ 2.4

対 前 回 比

区 分

新 規 就 業 者数構 成 比

単位：人、％


（２）沿岸、沖合・遠洋漁業就業者数（個人経営体出身、自営漁業のみ）
自営漁業のみに従事した漁業就業者を沿岸、沖合・遠洋別に区分してみると、沿岸漁業就業者数は6,599人で、前回に比べ1,193（15.3％）減少し、沖合・遠洋漁業就業者数は30人で、17人（36.2％）減少した。
[image: image5.emf]表13 　沿岸、沖合・遠洋漁業就業者数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 6,629 7,845 100.0 100.0 △ 1,216 △ 15.5

沿 岸 6,599 7,792 99.5 99.3 △ 1,193 △ 15.3

沖 合 ・ 遠 洋 30 47 0.5 0.6 △ 17 △ 36.2

区 分

就 業 者 数構 成 比対 前 回 比

単位：人、％


（３）性別年齢別漁業就業者数　 　
漁業就業者を男女別にみると、男子は7,947人（構成比80.4％）、女子は1,932人（同19.6％）となり、前回に比べ男子は1,185人（13.0％）、女子は405人（17.3％）それぞれ減少した。
また、男子も女子も65歳以上の高齢者の就業者数は前回に比べ減少したが、構成比は男子が1.6ポイント、女子が0.4ポイント増加している。70歳以上、75歳以上の高齢者の就業者数については、それぞれ前回の数値を上回っており、男子の70歳以上は190人（11.6％）、75歳以上は106人（10.9％）、女子の70歳以上は51人（9.8％）、75歳以上は85人（42.1％）増加しており、男女ともに高齢化が進んでいる。
– ７ –
[image: image6.emf]表14　性別年齢別漁業就業者数

2013年 2008年 2013年 2008年 増減数 増加率

男 女 計 9,879 11,469 100.0 100.0 △ 1,590 △ 13.9

男 子 計 7,947 9,132 80.4 79.6 △ 1,185 △ 13.0

15 ～ 19 歳 56 56 0.6 0.5 0 0.0

20 ～ 24 181 212 1.8 1.8 △ 31 △ 14.6

25 ～ 29 242 314 2.4 2.7 △ 72 △ 22.9

30 ～ 34 365 374 3.7 3.3 △ 9 △ 2.4

35 ～ 39 381 526 3.9 4.6 △ 145 △ 27.6

40 ～ 44 514 606 5.2 5.3 △ 92 △ 15.2

45 ～ 49 603 829 6.1 7.2 △ 226 △ 27.3

50 ～ 54 769 1,086 7.8 9.5 △ 317 △ 29.2

55 ～ 59 1,020 1,220 10.3 10.6 △ 200 △ 16.4

60 ～ 64 1,176 1,028 11.9 9.0 148 14.4

65 ～ 69 811 901 8.2 7.9 △ 90 △ 10.0

70 ～ 74 747 1,005 7.6 8.8 △ 258 △ 25.7

75 歳 以 上 1,082 976 11.0 8.5 106 10.9

（再掲）65歳以上 2,640 2,882 26.7 25.1 △ 242 △ 8.4

（再掲）70歳以上 1,829 1,639 18.5 14.3 190 11.6

女 子 計 1,932 2,337 19.6 20.4 △ 405 △ 17.3

15 ～ 19 歳 5 4 0.1 0.0 1 25.0

20 ～ 24 8 15 0.1 0.1 △ 7 △ 46.7

25 ～ 29 17 24 0.2 0.2 △ 7 △ 29.2

30 ～ 34 36 38 0.4 0.3 △ 2 △ 5.3

35 ～ 39 42 77 0.4 0.7 △ 35 △ 45.5

40 ～ 44 80 122 0.8 1.1 △ 42 △ 34.4

45 ～ 49 128 212 1.3 1.8 △ 84 △ 39.6

50 ～ 54 209 257 2.1 2.2 △ 48 △ 18.7

55 ～ 59 265 387 2.7 3.4 △ 122 △ 31.5

60 ～ 64 342 318 3.5 2.8 24 7.5

65 ～ 69 228 362 2.3 3.2 △ 134 △ 37.0

70 ～ 74 285 319 2.9 2.8 △ 34 △ 10.7

75 歳 以 上 287 202 2.9 1.8 85 42.1

（再掲）65歳以上 800 883 8.1 7.7 △ 83 △ 9.4

（再掲）70歳以上 572 521 5.8 4.5 51 9.8

単位：人、％

区 分

就 業 者 数構 成 比対 前 回 比


２　漁業世帯員
個人経営体の漁業世帯員数は、14,706人で前回に比べ3,868人(20.8％)減少した。専業では7,549人で前回より532（6.6％）減少した。兼業では第一種兼業（自営漁業が主）が3,785人で前回より871人（18.7％）減少し、第二種兼業（自営漁業が従）が3,372人で前回より1,475人（30.4％）減少した。
[image: image7.emf]表15　個人経営体の漁業従事状況世帯員数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 14,706 18,574 100.0 100.0 △ 3,868 △ 20.8

専 業 7,549 8,081 51.3 46.0 △ 532 △ 6.6

第一種兼業 3,785 4,656 25.8 26.5 △ 871 △ 18.7

第二種兼業 3,372 4,847 22.9 27.6 △ 1,475 △ 30.4

単位：人、％

区 分

構 成 比対 前 回 比 世 帯 員 数


– ８ –
Ⅲ 　漁　　船
１ 使用漁船総隻数

漁業経営体が平成25年11月1日前１年間に漁船を使用し、調査日現在保有している総隻数は5,780隻で、前回に比べ1,063隻（15.5％）の減少となった。
漁船を種類別にみると、前回に比べ無動力漁船が36隻（35.0％）、船外機付漁船が496隻（16.0％）、動力漁船が531隻（14.6％）それぞれ減少した。

動力漁船についてトン数規模別にみると、前回に比べ1トン未満では33隻（150％）増加し、20～30トン規模では変化がないものの、それ以外の1～350トン規模では全て減少している。また、350～500トン規模では1隻（16.7％）、500～1,000トン規模で1隻増加した。
[image: image8.emf]表16　漁船種類別隻数

2013年 2008年 2013年 2008年 増加数 増加率

計 5,780 6,843 100.0 100.0 △ 1,063 △ 15.5

無動力漁船 67 103 1.1 1.5 △ 36 △ 35.0

船外機付漁船 2,606 3,102 45.1 45.3 △ 496 △ 16.0

動 力 漁 船 3,107 3,638 53.8 53.2 △ 531 △ 14.6

単位：隻、％

区 分

漁 船 隻 数構 成 比対 前 回 比


[image: image9.emf]表17 トン数規模別動力漁船隻数

2013年 2008年 2013年 2008年 増減数 増加率

計 3,107 3,638 100.0 100.0 △ 531 △ 14.6

1 トン 未満 55 22 1.8 0.6 33 150.0

1 ～ 3 333 534 10.7 14.7 △ 201 △ 37.6

3 ～ 5 1,997 2,271 64.3 62.4 △ 274 △ 12.1

5 ～ 10 440 480 14.2 13.2 △ 40 △ 8.3

10 ～ 20 214 233 6.9 6.4 △ 19 △ 8.2

20 ～ 30 1 1 0.0 0.0 0 0.0

30 ～ 50 2 3 0.1 0.1 △ 1 △ 33.3

50 ～ 100 6 11 0.2 0.3 △ 5 △ 45.5

100 ～ 150 14 22 0.4 0.6 △ 8 △ 36.4

150 ～ 200 32 43 1.0 1.2 △ 11 △ 25.6

200 ～ 350 5 12 0.2 0.3 △ 7 △ 58.3

350 ～ 500 7 6 0.2 0.2 1 16.7

500 ～ 1,000 1 ‐ 0.0 ‐ 1 皆増

1,000～3,000 - ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

3,000トン以上 - ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

単位：隻、％

区 分

動力漁船隻数構 成 比対 前 回 比


– ９ –
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２　漁業層別平均使用動力漁船隻数及びトン数

動力漁船について、漁業層別の１経営体平均使用隻数を前回と比べると、沿岸漁業層及び中小漁業層では変化はみられなかったが、大規模漁業層で3.0隻（26.5％）の減少となった。
使用漁船１隻当りのトン数を前回と比べると、沿岸漁業層では変化は見られなかったが、中小漁業層では5.1トン（15.5％）の減少、大規模漁業層で34.5トン（15.3％）の増加となった。
[image: image11.emf]表18　漁業層別１経営体平均使用動力漁船隻数

2013年 2008年 2013年 2008年 2013年 2008年 増減数 増加率

計 3,107 3,638 4,501 5,146 0.7 0.7 0 0

沿岸漁業層 2,786 3,263 4,286 4,898 0.7 0.7 0 0

中小漁業層 288 330 211 244 1.4 1.4 0 0

大規模漁業層 33 45 4 4 8.3 11.3 △3.0 △26.5

経 営 体 数1 経 営 体 平 均 動 力 漁 船 隻 数 動 力 漁 船 隻 数

区 分

単位：隻、経営体、％


[image: image12.emf]表19　漁業層別動力漁船１隻平均トン数

2013年 2008年 2013年 2008年 2013年 2008年 増減数 増加率

計 29,359.0 35,831.4 3,107 3,638 9.4 9.8 △0.4 △4.1

沿岸漁業層 12,819.8 14,884.6 2,786 3,263 4.6 4.6 0 0

中小漁業層 7,977.2 10,819.8 288 330 27.7 32.8 △5.1 △15.5

大規模漁業層 8,562.0 10,127.0 33 45 259.5 225.0 34.5 15.3

動 力 漁 船 隻数動 力 漁 船 1 隻 平 均 ト ン 数

区 分

動力漁船トン数

単位：トン、隻、％
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第２　　統　 計　 表

第２　統計表　

 Ⅰ　県結果表　

　　１　漁業経営体統計

(1)　経営体階層別統計　

　　　　①　漁業経営体の基本構成　

a)　総括　------------------------------------------------------------  11
b)　個人　------------------------------------------------------------  13
c)　会社　------------------------------------------------------------  15
d)　漁業協同組合　----------------------------------------------------  16
e)　漁業生産組合　----------------------------------------------------  17
f)　共同経営　--------------------------------------------------------  18
g)　その他　----------------------------------------------------------  19
　　　　②　主な出荷先別経営体数　----------------------------------------------  20
　　　　③　漁獲物・収穫物の販売金額別経営体数　--------------------------------  21
　　　　④　主とする漁業種類別経営体数　----------------------------------------  23
　　　　⑤　営んだ漁業種類別経営体数　------------------------------------------  27
　　　　⑥　経営体組織別経営体数　----------------------------------------------  31
　　　　⑦　漁船使用の有無別経営体数　------------------------------------------  32
　　　　⑧　営んだ漁業種類数別経営体数　----------------------------------------  33
　　　　⑨　動力漁船保有隻数別経営体数　----------------------------------------  34
　　　　⑩　１１月１日現在で海上作業を営んでいる経営体数と営んでいない経営体数--  35
　　　　⑪　１１月１日現在の海上作業従事者数別経営体数　------------------------  36
　　　　⑫　陸上作業最盛期の陸上作業従事者数別経営体数　------------------------  37
　　　(2)　経営組織別統計　

　　　　①　漁業経営体の基本構成　----------------------------------------------  38
　　　(3)　主とする漁業種類別統計

　　　　①　漁業経営体の基本構成　----------------------------------------------  39
　　２　個人経営体統計

(1)　経営体階層別統計
①　主とする漁業種類別経営体数　----------------------------------------  41
②　自営漁業の専兼業別経営体数　----------------------------------------  45
③　専兼業別・基幹的漁業従事者の年齢階層別経営体数　--------------------  46
④　漁業の主従別営んだ兼業種類別経営体数　------------------------------  49
⑤　自営漁業の後継者の有無別経営体数　----------------------------------  51
　　３　漁業就業者統計

(1)　性別・年齢階層別統計

　　　　①　自営・雇われ区分別漁業就業者数　------------------------------------  52
　　　　②　個人経営体出身、自営漁業のみの主として従事した漁業種類別漁業就業者数  53
　　　　③　個人経営体出身、自営漁業のみの沿岸、沖合・遠洋区分別漁業就業者数　--  57
　　
　(2)　経営体階層別統計

　　　　①　個人経営体出身、自営漁業のみの海上作業従事日数別漁業就業者数　------  59
　　４　漁業世帯員統計
　　　(1)　性別・年齢別世帯員数
①　自営漁業・漁業雇われ別漁業のみに従事した世帯員数　------------------  60
②　漁業従事世帯員の漁業従事状況別世帯員数　----------------------------  61
　　５　漁船に関する統計

　　　(1)　経営体階層別統計

　　　　①　漁船隻数・動力漁船トン数規模別隻数　--------------------------------  62
　　　(2)　漁船トン数規模別統計

　　　　①　動力漁船隻数・トン数　----------------------------------------------  64
②　出漁日数別動力漁船隻数　--------------------------------------------  65
　　　
Ⅱ 市町村別結果表　

１　漁業経営体統計　

(1)　漁業経営体の基本構成　-----------------------------------------------  66
　　　(2)　経営体階層別経営体数　-----------------------------------------------  68
(3)　主とする漁業種類別経営体数　-----------------------------------------  72
(4)　漁獲物の販売金額別経営体数　-----------------------------------------  75
(5)　経営組織別経営体数　-------------------------------------------------  76
　　２　個人経営体統計

　　　(1)　営んだ兼業種類別経営体数、民宿・遊漁船業を行っている経営体数及び利用者数- 77
(2)　自営漁業の専兼業別経営体数　-----------------------------------------  79
　　３　漁業世帯員統計　

(1)　性別・年齢別世帯員数　-----------------------------------------------  80
　　４　漁業就業者統計　

(1) 自営・雇われ別漁業就業者数　------------------------------------------  81
(2) 性別、年齢別15歳以上の漁業就業者数　---------------------------------  82
　　５　漁船に関する統計　

(1) 漁船隻数、動力漁船トン数規模別隻数　----------------------------------  85
　
統計表については、別添のExcelファイルで掲載しております。

　

〔　参　　考　〕

１　調査の目的、定義・約束事項等

１　調査の目的
　　
　2013年漁業センサスは、漁業の生産構造・就業構造を明らかにするとともに、漁村、水産物流通・加工業等、漁業の背景の実態を把握し、水産行政諸施策の企画・立案、推進等に必要な資料を整備することを目的として実施した。
２　調査の体系
[image: image13.emf]調査の系統 調査の方法
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３　調査の定義及び約束事項

	調査期日前１年間
	平成24年11月1日から平成25年10月31日の期間



	漁業経営体


	　調査期日前１年間に、利潤又は生活の資を得るために、生産物を販売することを目的として、海面において水産動植物の採補又は養殖の事業を行った世帯又は事業所をいう。

　ただし、調査期日前１年間における漁業の海上作業日数が30日未満の個人漁業経営体は除く。



	経営体階層
	漁業経営体が「調査期日前１年間に主として営んだ漁業種類」又は「調査期日前１年間に使用した漁船のトン数」により、次の方法により決定した。

（ア）　調査期日前１年間に主として営んだ漁業種類（販売金額１位の漁業種類）により決定した経営体階層。

　　大型定置網、さけ定置網、小型定置網及び海面養殖の各階層

（イ）　調査期日前１年間に使用した漁船の種類及び動力漁船の合計トン数により決定した経営体階層

　上記（ア）以外の経営体は、使用漁船の種類及び使用動力船の合計トン数により、漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、動力１トン未満から動力3,000トン以上の階層までの16経営体階層を決定した。

　なお、動力漁船の合計トン数には、遊漁のみに用いる船、買いつけ用の鮮魚運搬船等のトン数は含んでいない。



	漁　業　層
	

	　 eq \o\ad(沿岸漁業層,　　　　　　)
	　漁船非使用、無動力漁船、船外機付漁船、動力漁船10トン未満、定置網及び海面養殖の各階層を総称したものをいう。



	　 eq \o\ad(中小漁業層,　　　　　　)
	　動力漁船10トン以上1,000トン未満の各階層を総称したものをいう。

	　大規模漁業層
	　動力漁船1,000トン以上の各階層を総称したものをいう。



	漁　業　種　類
	（ア）「主とする漁業種類」

　漁業経営体が調査期日前１年間に営んだ漁業種類のうち主たる漁業種類をいい、漁業種類を２種類以上営んだ場合、販売金額１位の漁業種類をいう。

（イ）「営んだ漁業種類」

　漁業経営体が調査期日前１年間に営んだすべての漁業種類をいう。



	漁　　　　　船
	　調査期日前１年間に漁業経営体が漁業生産のために使用し、調査期日現在保有しているものをいい、主船のほかに付属船（まき網における灯船、魚群探索船、網船等）を含む。

　ただし、漁船の登録を受けていても、直接漁業生産に参加しない船（遊漁のみに用いる船、買いつけ用の鮮魚運搬船等）は除く。



	　無動力漁船
	推進機関を付けない漁船をいう。

	　船外機付漁船
	無動力漁船に船外機（取り外しができる推進機関）を付けた漁船をいい、複数の無動力漁船に1台の船外機を交互に付けて使用する場合には、そのうち1隻を船外機付漁船、他を無動力漁船とした。

	　動力漁船
	　推進機関を船体に固定した漁船をいう。なお、船内外機船（船内にエンジンを設置し、船外に推進ユニット（プロペラ等）を設置した漁船）については動力漁船とした。



	経　営　組　織
	　漁業経営体を経営形態別に分類する区分をいう。

	　個人経営体


	　個人で漁業を自営する経営体をいう。



	　団体経営体
	　個人経営体以外の漁業経営体をいい、会社、漁業協同組合、漁業生産組合、共同経営、官公庁・学校・試験場に区分している。



	　・会　　社
	　会社法（平成17年法律第86号）第2条第1項に基づき設立された株式会社、合名会社、合資会社及び合同会社をいう。なお、旧有限会社は株式会社として会社に含む。



	　・漁業協同組合
	　水産業協同組合法（昭和23年12月15日法律第242号）に基づき設立された漁業協同組合及び漁業協同組合連合会をいう。



	　・漁業生産組合
	　水産業協同組合法に基づき設立された漁業生産組合をいう。



	　・共同経営
	　二人以上（法人を含む）が、漁船、漁網等の主要生産手段を共有し、漁業経営を共同で行ったものをいう。



	　・その他
	　上記以外のものをいう。



	漁業の海上作業

漁業の陸上作業


	（ア）漁船漁業では、漁船の航行、機関の操作、漁労、船上加工等の海上における全ての作業をいう（運搬船など、漁労に関して必要な船のすべての乗組員の作業を含む。したがって、漁業に従事しない医師、コック等の乗組員も海上作業従事者となる。）。（イ）定置網漁業では、網の張り立て（網を設置することをいう。）、取替え、漁船の航行、漁労等海上におけるすべての作業及び陸上において行う岡見（定置網に魚が入るのを見張ること。）をいう。

（ウ）地びき網漁業では、漁船の航行、網の打ち回し、漁労等海上における全ての作業及び陸上の引き子の作業をいう。

（エ）漁船を使用しない漁業では、採貝、採藻（海岸に打ち寄せた海藻を拾うことも含める。）等をする作業をいう（潜水も含む。）。

（オ）養殖業では次の作業をいう。

　(a)海上養殖施設での養殖

　　1)漁船を使用しての養殖施設までの往復

　　2)いかだや網等の養殖施設の張立て並びに取り外し

　　3)採苗、給餌作業、養殖施設の見回り、収穫物の取り上げ等の海上において行う全ての作業

　(b)陸上養殖施設での養殖

　　1)採苗、飼育に関わる養殖施設（飼育池、養成池及び水槽等）での全ての作業

　　2)養殖施設（飼育池、養成池及び水槽等）の掃除

　　3)池及び水槽の見回り

　　4)給餌作業（ただし、餌料配合作業（餌作り）は陸上作業とする。）

　　5)収穫物の取り上げ作業

　漁業に係る作業のうち、海上作業以外のすべての作業をいい、具体的には以下のものをいう。

（ア）漁船、漁網等の生産手段の修理・整備（停泊中の漁船上で行った場合も含む。）

（イ）漁具、漁網、食料品の積み込み作業

（ウ）出港・入港（帰港）時の漁船の引き下ろし、引き上げ

（エ）悪天時の出漁待機

（オ）餌の仕入れ及び調餌作業

（カ）真珠の核入れ作業、真珠の採取作業、貝掃除作業、貝のむき身作業、のり・わかめの干し作業

（キ）漁獲物を出荷するまでの運搬、箱詰め等の作業

（ク）自家生産物を主たる原料とした水産加工品の製造・加工作業。ただし、同一構内（屋敷内）に工場、作業所とみられるものがあり、その製造活動に専従の常時従業者を使用しているときは、漁業の陸上作業とはしない。

（ケ）自家漁業の管理運営業務（指揮監督、技術講習、経理・計算、帳簿管理）



	経営体の専兼業分類
	

	　専　　　業
	　個人経営体（世帯）として、過去1年間の収入が自営漁業からのみあった場合をいう。



	　第１種兼業
	　個人経営体（世帯）として、過去1年間の収入が自営漁業以外の仕事からもあり、かつ、自営漁業からの収入がそれ以外の収入の合計よりも大きかった場合をいう。



	　第２種兼業


	　個人経営体（世帯）として、過去1年間の収入が自営漁業以外の仕事からもあり、かつ、自営漁業以外の仕事からの収入の合計が自営漁業からの収入よりも大きかった場合をいう。



	基幹的漁業従事者
	　個人経営体の世帯員のうち、満15歳以上で自営漁業の海上作業従事日数が最も多い者をいう。



	自営漁業の後継者
	　満15歳以上で調査期日前１年間に漁業に従事した者で、将来自営漁業の経営者になる予定の者をいう。



	漁 業 就 業 者
	　満15歳以上で調査期日前１年間に自営漁業又は漁業雇われの海上作業に年間30日以上従事した者をいう。



	新 規 就 業 者
	　過去1年間に漁業で恒常的な収入を得ることを目的に主として漁業に従事した者で、①新たに漁業を始めた者、②他の仕事が主であったが漁業が主となった者、③普段の状態が仕事を主としてなかったが漁業が主となった者いずれかに該当する者をいう。

　なお、個人経営体の自営業のみに従事した者については、前途のうち海上作業に30日以上従事した者を新規就業者とした。



	大 海 区
	　水産統計の表彰単位で、全国の海域を9区分している。それぞれの境界線については、大海区区分図（次ページ）のとおり。


４　利用上の注意

(1) 数値について

　数値はラウンドしてあるので、総数とその内訳を合計したものが一致しない場合がある。

　また、説明文中の各表の増減数、増減率、構成割合等はラウンド前の原数値により算出して表示しているため、表の数値から算出したものとわずかな差がある場合がある。

(2) 符　号

　表中に使用した符号は次のとおり。

　「－」は事実のないもの。

　「△」は負数又は減少したもの。

　「０」は単位に満たないもの。

　「Ｘ」は数値が秘匿されているもの。

　 ｢･･｣ は調査を欠くもの。
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〔　参　　考　〕

２　　調　査　票　様　式
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